
は じ め に

２０００年代の２時点における OEDC諸国の不平等度と貧困度によるいくつか

の分類が，吉岡（２０１４a）において行われた。本稿では１９９０年代半ばと２０００年

代末の２時点における OEDC諸国を福祉指標と不平等度によっていくつかに

クラスタリングする試みが続けられる1)。福祉国家を特徴付ける指標として社

会支出を用いることにたいする Esping-Andersen（１９９０，ch．１）の批判はよく

知られているが，１９９０年代半ば以降，先進国における福祉に関するデータの質

が向上したことによって，福祉国家を特徴付ける福祉指標として社会支出を用

いる研究例は多い2)。さらに，厚生経済学では不平等を福祉で測る伝統があり，

両者は負の相関関係にあるからこの２つの指標を同時に用いて福祉レジームの

観点から OEDC３０カ国の分類が試みられる。

我が国の１９９０年代半ばは，社会保障給付の総額も給付比（対国民所得）も

１９８０年代から急上昇している時期であり，さらに１９７０年代から徐々に上昇して

いた所得不平等度の上昇傾向に拍車がかかった時期でもある。そして２０００年代

末まで，相対不平等度の上昇傾向3)と社会保障給付の総額および給付比（対国

民所得）の上昇傾向は継続している。OEDC諸国の中には，この間不平等が上

1) クラスター分析によって，OECD諸国の消費パターンを国際比較した研究に Kovacs
（1985）がある。

2) Atkinson et al. (1995, ch. 6), Korpi＝Palme (1998), Castles (2008), Obinger＝Wagshal
(2012).

3) 吉岡（2014）.

福祉と所得格差の国際比較
―クラスター分析（２）―

吉 岡 慎 一

－４９－



昇した国家もあれば低下した国家もある。また，社会支出比（対 GDP）が上

昇した国家もあれば低下した国家もある。そこで第１節において，社会支出比

（対 GDP）による OECD３０カ国のクラスタリング結果が１９９５年と２０１０年につ

いて各国の高齢化率との関連で比較され，第２節においては，ジニ係数による

OECD諸国のクラスタリング結果が１９９５年頃と２０１０年頃について比較される。

第３節においては，社会支出比とジニ係数の２次元データによる OECD２４カ国

のクラスタリング結果が１９９５年頃と２０１０年頃について比較される。第３節まで

はこの種の研究分野の習慣に従って OECD諸国が５つのクラスタに分割され，

分析が行われるが，第４節では，比較的よく利用される４つの評価指標によっ

て適切なクラスタ数の候補が探求され，２０１０年頃の OECD３０カ国の２次元デー

タによっていくつかの分類が試みられる。

１．OECD諸国における社会支出比と日本の位置

本稿における分析対象は表１のように先進国としての OECD諸国である。

表２は１９９５年と２０１０年について OECDがネット上に公表している公的社会支

出と GDPから社会支出比を作成し，各国のそれを降順にまとめたものである。

表１ 国名略語等

国名番号 国名略語 国 名

１ AUS オーストラリア
２ AUT オーストリア
３ BEL ベルギー
４ CAN カナダ
５ CHE スイス
６ CZE チェコ
７ DEU ドイツ
８ DNK デンマーク
９ ESP スペイン
１０ FIN フィンランド
１１ FRA フランス
１２ GBR イギリス
１３ GRC ギリシャ
１４ HUN ハンガリー
１５ IRL アイルランド

国名番号 国名略語 国 名

１６ ISL アイスランド
１７ ITA イタリア
１８ JPN 日本
１９ KOR 韓国
２０ LUX ルクセンブルク
２１ MEX メキシコ
２２ NLD オランダ
２３ NOR ノルウェー
２４ NZL ニュージーランド
２５ POL ポーランド
２６ PRT ポルトガル
２７ SVK スロバキア
２８ SWE スウェーデン
２９ TUR トルコ
３０ USA アメリカ

－５０－ 福祉と所得格差の国際比較



社会の高齢化に伴う年金給付費と医療給付費の急増のために１９９５年と２０１０年と

の間でほとんどの国の社会支出比は上昇しているが，スウェーデン，フィンラ

ンド，オランダ，ノルウェー，ポーランドおよびカナダのように低下した国

（２９カ国中６カ国）もある。低下を示した国々はカナダを除いて社会支出比が

元々高い国である。社会支出比の上昇幅が狭いためにその順位自体は低下した

国が６カ国（ドイツ，ルクセンブルク，スロバキア，ニュージーランド，スイ

ス，オーストリア）ある。我が国の場合，１９９０年代中期に社会支出比が低かっ

表２ OECD諸国の社会支出比（対 GDP）

国名略語 １９９５年

SWE ０．３２０
FIN ０．３０７

IRL ０．１８１
GRC ０．１７５
CHE ０．１７５
CZE ０．１７４
PRT ０．１６５
AUS ０．１６２
USA ０．１５５
ISL ０．１５２
JPN ０．１４１
TUR ０．０５６
MEX ０．０４３
KOR ０．０３２

国名略語 ２０１０年

FRA ０．３２４
DNK ０．３０６

JPN ０．２２３
POL ０．２１８
NZL ０．２１３
CZE ０．２０８
CHE ０．２０６
USA ０．１９８
SVK ０．１９１
CAN ０．１８７
ISL ０．１８０
AUS ０．１７９
TUR ０．１２８
KOR ０．０９２
MEX ０．０８１

FRA

GBR
LUX

CAN

DNK

ESP
POL
NOR

DEU

SVK

ITA

NZL

AUT

NLD
BEL

０．２２６

０．１９９

０．２６２

０．２９３

０．１８８

０．２６５

０．２３８

０．２０８

０．２６６

０．１８６

０．２３４

０．２１４

０．２８９

０．１８９
０．１９８

PRT

BEL

LUX

ESP

GBR

HUN

FIN

AUT

IRL

GRC

ITA
SWE

NLD

NOR

DEU

０．２３４
０．２３７

０．２３３

０．２３８
０．２５４
０．２６７

０．２３０

０．２７１
０．２７７
０．２８３

０．２３０

０．２８９
０．２９５
０．２９６

０．２２９

（資料）OECD，StatExtractsより抜粋（19 Oct 2014）。
（注）国名略語は表１を参照のこと。
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たために２０００年代末までの上昇幅は広く，その順位は高いほうから２６番目から

１８番目へ上昇しているが，未だに中位の位置までは達してない。

さて，表２を利用して１９９５年の社会支出比による OECD諸国の階層的クラ

スタリング4)を行った結果が図１の樹形図（デンドログラム）である5)。分割数

を一意的に決定する方法はないが，第４節で明らかになる分類数の候補に含ま

れこの研究分野で習慣的に採用される５分類をまず検討する6)。図１から OECD

２９カ国の５分類が読み取れるが，クラスタ数 k＝５として非階層的クラスタリ

ング法の１つである k平均法7)を適用すると次のように前者と同一の５分類が

4) クラスター分析の概要については，Kaufman ＝ Rousseeuw（1990），Everitt et al.
（2001），Hastie et al.（2009, ch.14）等を参照。

5) 以下，特に断らない限り，階層的クラスタリングにおいてユークリッド距離と完全
連結法とが用いられた。国名略語は表1を参照のこと。

6) OECD (2008).

図１ 社会支出比の樹形図（１９９５年）

（資料）表２により計測・作成。
（注）表２に同じ。

－５２－ 福祉と所得格差の国際比較



得られる8)。

１）スウェーデン，フィンランド，フランス，デンマーク，ドイツ，オース

トリア，ベルギー：７カ国クラスタ平均＝０．２８６

２）オランダ，ノルウェー，ポーランド，スペイン，ルクセンブルク：５カ

国クラスタ平均＝０．２２４

３）イギリス，イタリア，カナダ，スロバキア，ニュージーランド，アイル

ランド，ギリシャ，スイス，チェコ：９カ国クラスタ平均＝０．１８５

４）ポルトガル，オーストラリア，アメリカ，アイスランド，日本：５カ国

クラスタ平均＝０．１５５

５）トルコ，メキシコ，韓国：３カ国クラスタ平均＝０．０４４

このように１９９５年に社会支出比が一番高い第１クラスタには，北欧諸国と大

陸欧州の主要国が属し，一番低い第５クラスタには非欧州かつ非英語圏の国々

が属している。我が国は第４クラスタに属すが，そのクラスタ内では最後尾に

位置している。高い社会支出比を持つ諸国をもう少し詳しく検討してみよう。

社会民主主義レジームのスカンジナビア３国に属し高齢化率9)が高いのが，ス

ウェーデン，ノルウェーおよびデンマークであり，保守主義レジームの大陸欧

州に属し高齢化率が高いのが，フランス，ドイツ，オーストリアおよびベル

ギーである。フィンランドは社会民主主義レジームの北欧に属し高齢化率は中

程度である（２９カ国中第１５位）。１９９０年代中期に社会支出比が相対的に高いス

ペインでは高齢化率が高いが，オランダ，ポーランドおよびルクセンブルクの

高齢化率は高くない。１９９０年代中期に相対的高齢化社会になっているイギリス

およびイタリアの社会支出比は中位クラスタに属す。

次に，表２を利用して２０１０年の社会支出比による OECD諸国の階層的クラ

スタリングを行った結果が図２の樹形図である。この図から OECD３０カ国の５

分類が読み取れるが，クラスタ数 k＝５として k平均法を適用すると次のよう

に階層的クラスタリングの結果に類似した５分類が得られる10)。

7) 以下，特に断らない限り，k平均法において Hartigan-Wong法が用いられた。
8) 階層的クラスタリングと非階層的クラスタリングとで分類結果は必ずしも同一では
ない。

9) OECD諸国の高齢化率を比較した表3を参照。

福祉と所得格差の国際比較 －５３－
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１）フランス，デンマーク，フィンランド，ベルギー，オーストリア：５カ

国クラスタ平均＝０．３０２

２）スウェーデン，イタリア，ドイツ，スペイン，ポルトガル：５カ国クラ

スタ平均＝０．２７０

３）イギリス，アイルランド，オランダ，ギリシャ，ルクセンブルク，ノル

ウェー，ハンガリー，日本，ポーランド，ニュージーランド：１０カ国クラ

スタ平均＝０．２２９

10) 階層的クラスタリングにおいては，k平均法において第2クラスタに属すポルトガ
ルが第3クラスタへ，第3クラスタに属す日本，ポーランドおよびニュージーランドが
第4クラスタへ移行している。このようにクラスタリング法によっては30カ国中4カ国
で所属位置がずれる。例えばこのことは，先に指摘された我が国が2000年代末までに
先進国の基準で社会支出比の中位の位置までには達してないという判断に対応する。

図２ 社会支出比の樹形図（２０１０年）

（資料）表２により計測・作成。
（注）表２に同じ。

－５４－ 福祉と所得格差の国際比較



４）チェコ，スイス，アメリカ，スロバキア，カナダ，アイスランド，オー

ストラリア：７カ国クラスタ平均＝０．１９３

５）トルコ，韓国，メキシコ：３カ国クラスタ平均＝０．１００

第１クラスタから第５クラスタまでの３０カ国を降順に，地理的あるいは言語

的（人種的）に区分すると次のようになるが，第１クラスタから第４クラスタ

までの２７カ国ですら福祉レジームで単純に区分することは困難である。

１）北欧諸国および大陸欧州諸国11)：

２）北欧１カ国，大陸欧州１カ国および南欧諸国：

表３ OECD諸国の高齢化率（％）

国名略語 １９９５年

SWE １７．４７
ITA １６．７２

NLD １３．２４
CZE １３．２２
USA １２．６８
CAN １１．９７
AUS １１．９０
NZL １１．５３
IRL １１．４２
ISL １１．２６
POL １１．１９
KOR ５．８９
TUR ５．４５
MEX ４．３２

国名略語 ２０１０年

JPN ２３．０２
DEU ２０．９８

NOR １４．９７
CAN １４．１６
LUX １３．９４
AUS １３．５６
POL １３．４５
USA １３．０９
NZL １３．０３
ISL １２．１４
IRL １１．３１
KOR １１．０４
TUR ７．１２
MEX ６．１８

DEU

CHE
PRT

FIN

NOR

GRC
AUT
FRA

BEL

HUN

JPN

LUX

GBR

DNK
ESP

１５．１３

１４．７３

１５．２９

１６．１４

１４．２１

１５．８５

１５．２３

１４．９２

１５．８９

１４．０１

１５．１７

１５．１２

１５．９４

１４．２１
１４．５６

ESP

GRC

GBR

BEL

FRA

CZE

ITA

PRT

CHE

DNK

AUT
SWE

HUN

NLD

FIN

１６．６７
１６．８５

１６．５５

１６．８５
１６．９５
１７．１４

１５．９８

１７．２７
１７．６７
１８．２８

１５．４５

１８．４８
１９．１０
２０．４１

１５．３７

（資料）OECD，StatExtractsより抜粋（14 Sept 2015）。
（注）表２に同じ。
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３）アングロ・サクソン諸国，大陸欧州諸国，東欧諸国，南欧１カ国，北欧

１カ国および日本：

４）アングロ・サクソン諸国，東欧諸国，大陸欧州１カ国および北欧１カ

国：

５）非欧州・非英語圏諸国：

１９９５年と２０１０年との間で社会支出比自体が低下した６カ国中スウェーデン，

オランダ，ノルウェー，ポーランドおよびカナダにおいて，社会支出順位が低

下する方向へのクラスタ移行が起こっている。社会支出比の上昇幅が狭いため

にその順位自体が低下した６カ国中ドイツ，ルクセンブルク，スロバキアおよ

びスイスにおいて，社会支出順位が低下する方向へのクラスタ移行が起こって

いる。

社会支出比が高い第１クラスタや第２クラスタに属す諸国を中心に高齢化率

と関連させて２時点間の福祉動向をもう少し詳しく検討してみよう。デンマー

クでは高齢化率でみた場合，２０００年代末頃には高齢化傾向が弱く高齢化順位は

低下しているが，社会支出比自体が上昇しているので，社会支出が一番高い第

１クラスタに留まっている。フィンランドは２時点間で急速に高齢化したにも

かかわらず社会支出比自体はやや低下しただけなので，第１クラスタに留まっ

ている。スウェーデンはやや高齢化したが高齢化順位は低下し，社会支出比自

体も低下しているので，社会支出比の第２クラスタへの下方移行が起こってい

る。ノルウェーでは高齢化が止まり，社会支出比自体がやや低下しているので，

社会支出比の第２クラスタから第３クラスタへの下方移行が起こっている。２

時点に共通に社会支出比の第１クラスタに属すフランス，ベルギーおよびオー

ストリアの福祉動向はほぼ同じである。２時点間でやや高齢化したこの３カ国

において，社会支出比およびその順位が上昇したために社会支出が一番高い第

１クラスタに留まっている。２０００年代末頃に第２クラスタに属すドイツと南欧

３カ国の福祉動向はいくぶん異なる。ドイツは１９９５年頃に相対的に高齢化社会

になっていて，その後さらに高齢化の度合いを強めたが，社会支出比の上昇が

11) 大陸欧州諸国とは，本稿では北欧，南欧及び東欧以外の大陸欧州諸国を指すことが
ある。

－５６－ 福祉と所得格差の国際比較



見られないために，社会支出比の第１クラスタから第２クラスタへの下方移行

が起こっている。１９９０年代中期に相対的に高齢化社会になっていたイタリアは

その後さらに高齢化の度合いを強め，社会支出比のかなりの上昇が見られるた

めに，社会支出比の第３クラスタから第２クラスタへの上方移行が起こってい

る。スペインでは２時点間で高齢化の度合いが弱く，社会支出比の上昇傾向も

弱いので，社会支出比の第２クラスタに留まっている。ポルトガルでは２時点

間に高齢化率が急上昇し社会支出比も急上昇しているから，社会支出比の第４

クラスタから第２クラスタへの上方移行が観察される。２時点間で高齢化率が

上昇しているポーランドとカナダにおいては，社会支出比自体が低下している

ために，社会支出比クラスタの下方移行が起こっている。

以上のように，社会の高齢化と社会支出との関係は先進諸国に限っても国ご

とに異なるが，表２および表３を利用して高齢化率と社会支出比との相関係数

を計算すると，１９９０年代中期の高齢化率と社会支出比との相関係数が０．８０，

２０００年代末のそれが０．７４となり，両者間には強い正の相関関係があるといえる。

２．OECD諸国における不平等度と日本の位置

多数ある相対的不平等測度の１つのジニ係数（等価可処分所得）を１９９０年代

中期と２０００年代末ごとにまとめると表４が得られる。この２時点間に OECD２５

カ国中１３カ国で不平等度の上昇が見られ，１２カ国で低下が観察される。不平等

度の上昇が見られたのは北欧４カ国，大陸欧州４カ国，アングロ・サクソン４

カ国および日本においてであり，低下が見られたのは東欧２カ国，大陸欧州２

カ国，アングロ・サクソン２カ国および南欧４カ国においてである。表４の

OECD２５カ国のジニ係数（１９９５年頃）に階層的クラスタリングが適用されて得

られた樹形図が図３であり，これから国家の５分類が窺える。クラスタ数 k＝

５として k平均法を適用すると次のように階層的クラスタリングの結果に類似

した５分類が得られる12)。

12) 階層的クラスタリングの分類結果と k平均法による分類結果の違いは，後者におけ
るクラスタ4の先頭2国が前者においてクラスタ3へ移行している点である。

福祉と所得格差の国際比較 －５７－



１）スウェーデン，デンマーク，フィンランド：３カ国クラスタ平均＝

０．２１５

２）オーストリア，ノルウェー，チェコ，ルクセンブルク，ドイツ：５カ国

クラスタ平均＝０．２５３

３）フランス，ベルギー，カナダ，ハンガリー，オランダ，オーストラリ

ア：６カ国クラスタ平均＝０．２９２

表４ OECD諸国のジニ係数

国名略語 １９９５年頃

SWE ０．２１１
DNK ０．２１５

GBR ０．３３６
GRC ０．３３６
ESP ０．３４３
ITA ０．３４８
PRT ０．３５９
USA ０．３６１
TUR ０．４９０

国名略語 ２０１０年頃

DNK ０．２４８
NOR ０．２５０

GRC ０．３０７
KOR ０．３１５
ESP ０．３１７
CAN ０．３２４
JPN ０．３２９
NZL ０．３３０
AUS ０．３３６

GBR ０．３４５
PRT ０．３５３
USA ０．３７８
TUR ０．４０９
MEX ０．４７６

FIN

NLD
HUN

JPN

AUT

CAN
BEL
FRA

NOR

IRL

AUS

NZL

CZE

DEU
LUX

０．２８７

０．２９７

０．２５９

０．２１８

０．３２４

０．２５７

０．２６６

０．２９４

０．２４３

０．３３５

０．２７７

０．２８９

０．２３８

０．３２３
０．３０９

LUX

SVK

ISL

HUN

FRA

POL

CZE

BEL

IRL

DEU

SWE
FIN

NLD

CHE

AUT

０．２９４
０．２９３

０．２９５

０．２９３
０．２８８
０．２７２

０．３０１

０．２６１
０．２５９
０．２５９

０．３０３

０．２５９
０．２５７
０．２５６

０．３０５

（資料）1995年頃については OECD，StatExtractsより抜粋（12 May

2012）．2010年頃については OECD（2011）Table A 1.1.

（p.45）より抜粋。
（注）表２に同じ。

MEX ０．５１９ ITA ０．３３７
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４）日本，アイルランド，ニュージーランド，イギリス，ギリシャ，スペイ

ン，イタリア，ポルトガル，アメリカ：９カ国クラスタ平均＝０．３４１

５）トルコ，メキシコ：２カ国クラスタ平均＝０．５０５

１９９５年頃にジニ係数が一番低い第１クラスタには北欧諸国が属し，次の第２

クラスタには大陸欧州３カ国，北欧１カ国および東欧１カ国が属している。ジ

ニ係数が中程度の第３クラスタには大陸欧州３カ国，東欧１カ国およびアング

ロ・サクソン２カ国が属している。第４クラスタには日本，アングロ・サクソ

ン４カ国および南欧４カ国が属している。この時期には南欧諸国がアングロ・

サクソン諸国よりも不平等な場合がある。表４の OECD３０カ国のジニ係数

（２０１０年頃）に階層的クラスタリングが適用されて得られた樹形図は吉岡

（２０１４a，p．１９５）において公表されており，そこで明らかにされた k平均法に

図３ ジニ係数の樹形図（１９９５年頃）

（資料）表４により計測・作成。
（注）表２に同じ。
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よる国家の５分類を次に再掲する。

１）デンマーク，ノルウェー，チェコ，スロバキア，ベルギー，フィンラン

ド，スウェーデン，オーストリア，ハンガリー：９カ国クラスタ平均＝

０．２５８

２）ルクセンブルク，フランス，アイルランド，オランダ，ドイツ，アイス

ランド，スイス，ポーランド，ギリシャ，韓国，スペイン：１１カ国クラス

タ平均＝０．３０１

３）カナダ，日本，ニュージーランド，オーストラリア，イタリア，イギリ

ス，ポルトガル：７カ国クラスタ平均＝０．３３６

４）アメリカ，トルコ：２カ国クラスタ平均＝０．３９４

５）メキシコ：１カ国クラスタ平均＝０．４７６

ジニ係数が一番低い第１クラスタには北欧４カ国，東欧３カ国および大陸欧

州２カ国が属し，特に北欧４カ国とオーストリアではジニ係数自体の上昇が観

察される。第２クラスタには大陸欧州５カ国，アングロ・サクソン１カ国，北

欧１カ国，東欧１カ国，南欧２カ国およびアジア１カ国が属し，特に大陸欧州

３カ国（ルクセンブルク，フランス，オランダ）ではジニ係数が上昇している。

第３クラスタにはアングロ・サクソン４カ国，南欧２カ国および日本が所属し，

特にアングロ・サクソン３カ国と日本ではジニ係数自体の上昇が観察される。

第４クラスタにはジニ係数の上昇が見られたアメリカが属している。

３．OECD諸国における社会支出比・不平等度と日本の位置

社会支出比とジニ係数を同時に評価して国々を分割するとどのような分類に

なるだろうか。２つの指標で２次元データを形成するなら，１９９５年頃について

はジニ係数の２５カ国データに制約を受け，かつ社会支出比の２９カ国データの内

前者にない１カ国（ハンガリー）データを除外する必要があるから，２４カ国

データを利用することになる。この２次元データを用いて OECD諸国の階層

的クラスタリングを行った結果が図４の樹形図である。図４から OECD２４カ国

の５分類が読み取れるが，クラスタ数 k＝５として k平均法を適用すると次の

－６０－ 福祉と所得格差の国際比較
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ように前者と類似の５分類が得られる。

１）スウェーデン，デンマーク，フィンランド：３カ国

２）オーストリア，ノルウェー，ドイツ，フランス，ベルギー，オランダ：

６カ国

３）チェコ，ルクセンブルク，カナダ：３カ国

４）オーストラリア，日本，アイルランド，ニュージーランド，イギリス，

ギリシャ，スペイン，イタリア，ポルトガル，アメリカ：１０カ国

５）トルコ，メキシコ：２カ国

第１クラスタ，第４クラスタおよび第５クラスタは階層的クラスタリングに

よる分類結果と同じである。２４カ国データにおけるジニ係数と社会支出比との

相関係数が－０．８９と計算されるので，この２つの指標間には強い負の相関関係

図４ ジニ係数・社会支出比の樹形図（１９９５年頃）

（資料）表２及び表４により計測・作成。
（注）表２に同じ。
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がある。そこで，ジニ係数が低いほど，また社会支出比が高いほど第１クラス
タに所属するように分類されていて，ジニ係数が高く社会支出比が低い国家は
第５クラスタに所属する。第２クラスタと第３クラスタの所属国家はクラスタ
リング法によって少し異なるが，この２つのクラスタを合併した場合の所属国
家は同一である。合併クラスタには北欧１カ国，大陸欧州６カ国，東欧１カ国
およびアングロ・サクソン１カ国が属している。また第４クラスタにはアング
ロ・サクソン５カ国，日本および南欧４カ国が属している。このように我が国
は福祉レジームに関して自由主義と家族主義の両面を持つといわれる位置に分
類される。
次に，２０１０年頃に関する２つの指標の３０カ国データから，１９９５年頃の２つの

指標に対応する２４カ国データを抽出し，それらに階層的クラスタリングを適用
すると図５の樹形図を得る。また，クラスタ数 k＝５として k平均法を適用す
ると次のように階層的クラスタリングの適用結果と類似の５分類が得られる。
１）デンマーク，ベルギー，フィンランド，スウェーデン，オーストリア，
フランス，ドイツ：７カ国
２）ノルウェー，チェコ，ルクセンブルク，アイルランド，オランダ，ギリ
シャ：６カ国
３）スペイン，イタリア，イギリス，ポルトガル：４カ国
４）カナダ，日本，ニュージーランド，オーストラリア，アメリカ：５カ国
５）トルコ，メキシコ：２カ国
第１クラスタには北欧３カ国に加え１９９５年頃には第２クラスタに属していた

大陸欧州４カ国が入り，第２クラスタへは１９９５年頃には第３クラスタに属して
いた大陸欧州１カ国および東欧１カ国が移行し，第３クラスタへは第４クラス
タに属していた南欧３カ国が移行している。つまりジニ係数の低下を福祉の上
昇とみるならば13)，１９９５年頃に比べると２０１０年頃には大陸欧州諸国，東欧１カ
国および南欧諸国では福祉が相対的に上昇していると解釈されるし，第４クラ
スタに留まった日本およびアングロ・サクソン４カ国では福祉が相対的に低下
しているか停滞していると解釈されよう。

13) 不平等の測定論において，Atkinson（1970）や Sen（1973）のように社会的厚生で
不平等を評価する立場がある。

－６２－ 福祉と所得格差の国際比較
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４．適切なクラスタ数の候補とその適用

４．１ 適切なクラスタ数の候補

前節まではこの種の研究分野の習慣に従って OECD諸国を５つのクラスタ

に分割してきた。最適なクラスタ数 kを一意的に決める方法がないので，その

目安を探るために数十の指標が提案されているが14)，この分野の応用において

ほとんどすべての統計量が同一結果をもたらすことはめったにない。そこで，

比較的よく利用される４つの評価指標によって適切なクラスタ数の候補を複数

見出すことにする。クラスタリング結果の評価指標として，３つのクラスタリ

ング法（階層的，k平均，pam15)）それぞれにたいし３つの評価指標（Connec-

14) Milligan＝Cooper (1985), Rousseeuw (1987), Tibshirani et al. (2001).

図５ ジニ係数・社会支出比の樹形図（２０１０年頃）

（資料）表２及び表４により計測・作成。
（注）表２に同じ。
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tivity，Dunn index，Silhouette width）16)と k平均法にたいする評価指標としての

Pham値17)とが採用される。Connectivityはクラスタ間の結合の程度を測る指標

であり，データがその最近傍と同一のクラスタ内に位置している程度を表し，

ゼロと無限大の間の値を取り無限大に近いほうが望ましい18)。Dunn指標19)とシ

ルエット幅20)はクラスタ間の結合性と分離性とを統合した指標である。Dunn

指標はクラスタ内最大距離に対するそのクラスタにないデータ間の最小距離の

比率であり，ゼロと無限大の間の値を取り無限大に近いほうが望ましい。シル

エット幅はそれぞれのデータのシルエット値の平均であり，シルエット値は特

定のクラスタリング結果の信頼度を測り，区間［－１，１］内の値を取るので，

シルエット幅が１に近いほどデータのクラスタリングに成功しており，－１に

近いほど失敗に近いことを表す。

表５はそれぞれの評価指標の計算結果を基に導出された適切なクラスタ数の

候補を表している。社会支出比による１９９５年頃の OECD２９カ国の場合の分類以

外は，５分類は適切な分割の１つのようである。３分類は本稿で取り上げたす

べての場合に適切であるが，福祉国家の分類という観点からは大まか過ぎる分

類かも知れない。表中のジニ係数・社会支出比に関する２０１０頃の OECD諸国

は１９９５年頃との比較のために２４カ国しか採用されてない。ジニ係数・社会支出

比の場合，２０１０頃の OECD３０カ国に関する適切なクラスタ数の候補は次のよう

になる（３≦k≦８）。

Connectivity：３

Dunn指標：３，５，６，７

シルエット幅：３

Pham：７

15) Kaufman＝Rousseeuw（1990）において提案された k-medoids法の1つ。
16) Brock et al. (2008).
17) Pham et al.（2005），吉岡（2014a）.
18) Handl＝Knowles (2005).
19) Dunn (1974).
20) Rousseeuw (1987).

－６４－ 福祉と所得格差の国際比較



４．２ k平均法の適用

そこで，２０１０年頃の OECD３０カ国の２次元データによっていくつかの分類を

試みる。クラスタ数 k＝３として OECD３０カ国データに k平均法を適用すると

次のように３分類が得られる。第１クラスタからジニ係数の昇順に分類されて

おり，それが社会支出比の降順にも対応している。２つの指標間には負の相関

関係があるからで，３クラスタ分類のように大きな区分の場合にはその関係が

クラスタ平均間でも成り立っている（表６）。

１）デンマーク，ベルギー，フィンランド，スウェーデン，オーストリア，

フランス，ドイツ：７カ国

２）ノルウェー，チェコ，ハンガリー，ルクセンブルク，アイルランド，オ

ランダ，ギリシャ，アイスランド，スロバキア，スイス，ポーランド，ス

ペイン，イタリア，カナダ，日本，ニュージーランド，イギリス，オース

トラリア，ポルトガル，アメリカ：２０カ国

３）韓国，トルコ，メキシコ：３カ国

表５ 適切なクラスタ数 kの候補
３≦k≦８

１９９５年頃 ２０１０年頃

Connectivity ３ ３
Dunn ５，７，８ ５，８

Pham ３，４，７ ５

（資料）表２及び表４により計測・作成。
（注）評価指標については本文参照。

評価指標 ジニ係数 ジニ係数

Silhouette ５ ４，５

Connectivity

Connectivity ３

３

３

３
Dunn

Dunn ５，６

６，８

８

３，４，５

Pham

Pham ３，４

３ ３

３，４，８

評価指標

評価指標 社会支出比

ジニ係数・社会支出比

社会支出比

ジニ係数・社会支出比

Silhouette

Silhouette ３

３ ５

３
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２４カ国データの場合と同様に第１クラスタには北欧３カ国に加え大陸欧州４

カ国が入り，第３クラスタには非英語圏かつ非欧州の３カ国が入るが，第２ク

ラスタには多数の国家が入る。表６に見るようにクラスタの分類数が大きくな

るにつれ，２つの指標のクラスタ平均間での負の関係が成り立つとは限らない

点に注意を要するが21)，クラスタ数 k＝５として OECD３０カ国データに k平均

法を適用すると次のように５分類が得られる。

表６ OECD３０カ国のクラスタ平均
（２０１０年頃）

第１クラスタ ０．２６７７ ０．２９４９

第３クラスタ ０．４０００ ０．１００３

（資料）表５に同じ。

３分類 ジニ係数 社会支出比

第２クラスタ ０．３０８８ ０．２２１６

第１クラスタ

第１クラスタ ０．２６７７

０．２６７７

０．２９４９

０．２９４９
第２クラスタ

第２クラスタ ０．２８２５

０．２８４２

０．２２１６

０．２１７８

第４クラスタ

第５クラスタ ０．４４２５

０．４０００ ０．１００３

０．１０４５

５分類

４分類 ジニ係数

ジニ係数

社会支出比

社会支出比

第４クラスタ

第３クラスタ ０．３３８８

０．３４１３ ０．２３８６

０．２２６２

第３クラスタ ０．３１９０ ０．１５９５

第１クラスタ

第１クラスタ ０．２５８８

０．２５８８ ０．２１４５

０．２１４５
第２クラスタ

第２クラスタ ０．２６７７

０．２６３２

０．２９４９

０．２９８８

第６クラスタ

第７クラスタ

０．４４２５

０．４４２５ ０．１０４５

０．１０４５

７分類

６分類

ジニ係数

ジニ係数 社会支出比

社会支出比

第６クラスタ

第５クラスタ

０．３５８７

０．３３８０ ０．２５９０

０．２３００

第３クラスタ

第３クラスタ

０．３０６１

０．３０６１ ０．２２４３

０．２２４３

第４クラスタ ０．３３０８ ０．１６７２

第５クラスタ
第４クラスタ

０．３１９０
０．３１６３

０．１５９５
０．２７１７
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１）デンマーク，ベルギー，フィンランド，スウェーデン，オーストリア，

フランス，ドイツ：７カ国

２）ノルウェー，チェコ，ハンガリー，ルクセンブルク，アイルランド，オ

ランダ，ギリシャ，スロバキア，スイス，ポーランド：１０カ国

３）アイスランド，カナダ，オーストラリア，韓国：４カ国

４）スペイン，イタリア，日本，ニュージーランド，イギリス，ポルトガル，

アメリカ：７カ国

５）トルコ，メキシコ：２カ国

３分類の場合と同様に第１クラスタには北欧３カ国に加え大陸欧州４カ国が

入り，第２クラスタには北欧１カ国，東欧４カ国，大陸欧州３カ国，南欧１カ

国およびアングロ・サクソン１カ国が入る。第４クラスタはジニ係数が２番目

に高いが社会支出比は第１クラスタに次いで２番目に高い。第３クラスタはジ

ニ係数が３番目の高さだが社会支出比は４番目の高さなので，社会支出比を基

準にすると第４クラスタの方が第３クラスタや第２クラスタよりも福祉が高い

と解釈することが可能である。その第４クラスタにはジニ係数が２番目に高く

社会支出比が２番目に高い南欧３カ国，日本およびアングロ・サクソン３カ国

が属している。同じように OECD３０カ国データに k平均法を適用すると表６に

見るように６分類も７分類も得られる。クラスタ数が増えるにつれ OECD３０カ

国が篩に掛けられたように，各クラスタが少数の要素をもつようになりクラス

タ順はあまり意味がなくなるが，２つの指標に関してより類似の国々が集まっ

てくる。したがって，どのクラスタに様々なタイプの福祉国家としての個々の

国々が所属するかというより，あるクラスタの個々の国々あるいは国々の集合

がどのようなタイプの福祉国家の集合に属しているかという観点から検討する

必要があろう。OECD３０カ国の３分類から７分類によって次の考察結果が得ら

れる。

（１）大陸欧州の主要国としてのベルギー，オーストリア，フランスおよびド

イツは，不平等が一番低く社会支出比が一番高い北欧３カ国（デンマーク，

21) 適切なクラスタ数ごとの各々のクラスタ順位とクラスタ内平均の順位との整合性の
検討が必要になる。
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フィンランド，スウェーデン）と類似の福祉構造を持つ。

（２）東欧３カ国（チェコ，ハンガリー，スロバキア）は，不平等は低く社会

支出比が相対的に低い福祉構造を持ち，北欧ノルウェーは同じクラスタに

属する。

（３）不平等が高く社会支出比が相対的に低い我が国は，５分類の場合スペイ

ン，イタリアおよびポルトガルの南欧家族主義とニュージーランド，イギ

リスおよびアメリカの自由主義との混合福祉レジームに属するが，６分類

や７分類の場合はルクセンブルク，オランダおよびスイスの保守主義とア

イルランドおよびニュージーランドの自由主義との混合福祉レジームに属

する。

（４）不平等が相対的に高く社会支出比が低い韓国は，カナダおよびオースト

ラリアのような自由主義国家の側面を持つ。

お わ り に22)

第１節において社会支出比による OECD３０カ国のクラスタリング結果が１９９５

年と２０１０年について各国の高齢化率との関連で比較された23)。２０１０年の社会支

出比による OECD３０カ国の第１クラスタから第５クラスタまでを降順に地理的

あるいは言語的（人種的）に区分すると次のようになるが，第１クラスタから

第４クラスタまでの２７カ国ですら福祉レジームで単純に区分することは困難で

ある。

１）北欧２カ国および大陸欧州３カ国：

２）北欧１カ国，大陸欧州１カ国および南欧３カ国：

３）アングロ・サクソン３カ国，大陸欧州２カ国，南欧１カ国，北欧１カ国，

東欧２カ国および日本：

４）アングロ・サクソン３カ国，東欧２カ国，大陸欧州１カ国および北欧１

22) 本稿における数値計算及びグラフ作成には R言語・環境が利用された。
23) 1995年に高い社会支出比の国々（北欧3国，フランス，ドイツ，オーストリア，ベ
ルギー）は概して高齢化率が高く，1995年に社会支出比が低い国々（トルコ，メキシ
コ，韓国）は高齢化率が低い。
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カ国：

５）非欧州・非英語圏３カ国：

第２節においてジニ係数による OECD諸国のクラスタリング結果が１９９５年

頃と２０１０年頃について比較された。この２時点間に OECD２５カ国中１３カ国で不

平等度の上昇が見られ，１２カ国で低下が観察され，不平等度の上昇が見られた

のは北欧４カ国，大陸欧州４カ国，アングロ・サクソン４カ国および日本にお

いてであり，低下が見られたのは東欧２カ国，大陸欧州２カ国，アングロ・サ

クソン２カ国および南欧４カ国においてである。２０１０年頃のジニ係数による

OECD３０カ国の第１クラスタから第５クラスタまでを昇順に地理的あるいは言

語的（人種的）に区分すると次のようになる。

１）北欧４カ国，東欧３カ国および大陸欧州２カ国：

２）北欧１カ国，東欧１カ国，大陸欧州５カ国，アングロ・サクソン１カ国，

南欧２カ国およびアジア１カ国：

３）アングロ・サクソン４カ国，南欧２カ国および日本：

４）アングロ・サクソン１カ国および非欧州・非英語圏１カ国：

５）非欧州・非英語圏１カ国：

第３節において社会支出比とジニ係数の２次元データによる OECD２４カ国の

クラスタリング結果が１９９５年頃と２０１０年頃について比較された。５分類が採用

された場合，ジニ係数の低下を福祉の上昇とみるならば，１９９５年頃に比べると

２０１０年頃には大陸欧州諸国，東欧１カ国および南欧諸国では福祉が相対的に上

昇していると解釈されるし，第４クラスタに留まった日本およびアングロ・サ

クソン４カ国では福祉が相対的に低下しているか停滞していると解釈されよう。

第３節まではこの種の研究分野の習慣に従って OECD諸国が５つのクラス

タに分割され，分析が行われた。そこで第４節では，比較的よく利用される４

つの評価指標によって適切なクラスタ数の候補が探求された結果，３分類は本

稿で取り上げたすべての場合に適切であり，また社会支出比による１９９５年頃の

OECD２９カ国の場合の分類以外は，５分類は適切な分割の１つであることが分

かった。結局本稿で取り上げられた OECD諸国の場合，その目的に応じて３

分類から８分類の中から分類数を選択できる。しかし，２次元データとして社
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会支出比とジニ係数を同時に評価する場合には，クラスタの分類数が大きくな

るにつれ，２つの指標のクラスタ平均間での明確な関係が成り立つとは限らず，

分類結果の解釈が曖昧になりがちになる点に注意を要する。ジニ係数・社会支

出比による，２０１０頃の OECD２４カ国の５分類の結果と大筋では変わらないが

（第３クラスタと第４クラスタとの順位を問わねば），最後にこの点を例示す

るために，２０１０頃の OECD３０カ国の５分類が以下に報告される。

１）北欧３カ国および大陸欧州４カ国：

２）北欧１カ国，東欧４カ国，大陸欧州３カ国，南欧１カ国およびアング

ロ・サクソン１カ国：

３）北欧１カ国，アングロ・サクソン２カ国およびアジア１カ国：

４）南欧３カ国，アングロ・サクソン３カ国および日本：

５）非欧州・非英語圏２カ国：
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